
一般会計財務書類 

地方公会計の意義 

 地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、予算の適正・確実な

執行を図るという観点から、単式簿記による現金主義会計を採用しています。 

 一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿記による現

金主義会計では把握できない情報（資産・負債などのストック情報や減価償却費などの見

えにくいコスト情報）を住民や議会等に説明する必要性が一層高まっており、そのために

は、その補完として複式簿記による発生主義会計の導入が重要となってきています。 

 河内長野市では、平成２７年１月に総務省において公表された「統一的な基準による地

方公会計マニュアル」に基づき、財務書類を作成しました。 

 

「統一的な基準」による財務書類 

 （１）貸借対照表 

    基準日時点における地方公共団体の財政状態を表しており、資産（土地や建物等

の有形固定資産、現金・基金、未収金や貸付金等の債権など）、負債（地方債や退職

手当引当金・賞与等引当金など）及び純資産で構成されています。 

 （２）行政コスト計算書 

    会計期間中の地方公共団体の費用・収益の取引高を明らかにするもので、資金の

異動を伴う取引のほか、減価償却費、引当金繰入額や資産売却損益などの非資金取

引も含まれ、経常的または臨時的なものに区分されます。 

 （３）純資産変動計算書 

    純資産変動計算書は、会計期間中の地方公共団体の純資産及びその内部構成の変

動を表します。 

 （４）資金収支計算書 

    地方公共団体の資金収支の状態を、業務活動収支、投資活動収支（公共施設等整

備費や基金の積立て・取崩しなど）、財務活動収支（地方債の償還・発行など）の三

区分に分けて表示しています。 

 以上の財務書類４表の相互関係を示すと、次のとおりとなります。 
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一般会計財務書類 

【財務書類４表構成の相互関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市の財務書類 

 

 （１）貸借対照表 

    令和３年３月３１日時点での資産合計は、約１，４４１億６，５００万円となり

ました。当年度期首と比較すると、有形固定資産においては、道路橋梁の改修工事

や保健センター等の移転により増加したものの、減価償却などにより約１２億４，

９００万円減少しました。一方、流動資産は、基金の増加などにより約３，３００

万円増加しました。資産全体では約７億９，３００万円減少しました。 

    一方、負債については、賞与等引当金などが増加したものの、地方債や退職手当

引当金が減少したことで、当年度期首と比較して負債全体で約１４億２，３００万

円減少しました。 

    なお、有形固定資産減価償却率（土地及び建設仮勘定を除いた有形固定資産の減

価償却累計の割合）は、約７１．３％となっており、今後の施設やインフラの老朽

化対策を検討していかなければなりません。 
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※１ 貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に 

   本年度末歳計外現金残高を足したものと対応します。 

※２ 貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。 

※３ 行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。 



一般会計財務書類 

 （２）行政コスト計算書 

    経常収支をみてみると、補助金等が一番多く、次いで社会保障給付、物件費等、

人件費となっています。この中には、官庁会計で把握できない減価償却や引当金繰

入額が計上されており、それらを考慮した経常費用に対して、経常収益の比率（負

担比率）は約２．４％となっています。 

    また、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対策関連事業にかかる費用の増

加などにより、全体の収支差である純行政コストは前年度と比較して約１２９億１，

８００万円の増加となり、約４３９億７，６００万円となりました。 

 （３）純資産変動計算書 

    純行政コスト約４３９億７，６００万円に対し、税収や国府補助金の財源は、約

４４６億１００万円でした。 

    また、固定資産等の内部変動に関しては、道路橋梁の改修工事や保健センター等

の移転により増加したものの、減価償却により固定資産等形成分が約８億４００万

円減少しています。 

 （４）資金収支計算書 

    業務活動収支においては、約２５億９，３００万円の黒字となっており、黒字幅

が小さく財政構造が硬直化していると考えられます。一方、投資活動収支は約１４

億７，０００万円の赤字となっており、業務活動収支の黒字で補填されていること

が分かります。財務活動収支においては、約１１億９００万円の赤字となっており、

業務活動収支と投資活動収支を合わせた本年度の資金収支額は、約１，４００万円

の黒字となりました。 

 

 



(一般会計)

（単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 141,126,742,103 固定負債 30,405,451,290

有形固定資産 133,170,026,991 地方債 26,335,722,850
事業用資産 58,905,646,861 長期未払金 1,362,505

土地 38,894,977,801 退職手当引当金 3,967,656,596
建物 53,528,010,731 損失補償等引当金 126,637
建物減価償却累計額 △ 35,310,619,122 その他 100,582,702
工作物 4,356,358,844 流動負債 3,569,378,997
工作物減価償却累計額 △ 2,570,684,593 1年内償還予定地方債 2,827,396,020
建設仮勘定 7,603,200 未払金 4,421,971

インフラ資産 73,696,728,271 賞与等引当金 366,464,274
土地 58,402,698,670 預り金 371,096,732
建物 437,872,320 33,974,830,287
建物減価償却累計額 △ 251,272,034 【純資産の部】
工作物 63,442,910,559 固定資産等形成分 143,613,808,764
工作物減価償却累計額 △ 48,377,781,244 余剰分（不足分） △ 33,423,839,785
建設仮勘定 42,300,000

物品 3,133,979,791
物品減価償却累計額 △ 2,566,327,932

無形固定資産 64,505,947
ソフトウェア 29,160,618
その他 35,345,329

投資その他の資産 7,892,209,165
投資及び出資金 957,866,917

有価証券 420,000,000
出資金 537,866,917

長期延滞債権 263,053,585
長期貸付金 190,656,000
基金 6,504,392,473

減債基金 515,274,563
その他 5,989,117,910

徴収不能引当金 △ 23,759,810
流動資産 3,038,057,163

現金預金 436,142,730
未収金 116,687,353
短期貸付金 17,332,000
基金 2,469,734,661

財政調整基金 2,469,734,661
徴収不能引当金 △ 1,839,581 110,189,968,979

144,164,799,266 144,164,799,266

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

貸借対照表
（令和３年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

一般会計財務書類



(一般会計)

（単位：円）

経常費用 44,913,735,784
業務費用 14,983,231,230

人件費 5,840,145,387
職員給与費 4,248,810,283
賞与等引当金繰入額 366,464,274
退職手当引当金繰入額 221,528,502
その他 1,003,342,328

物件費等 8,806,595,685
物件費 6,114,532,856
維持補修費 213,509,828
減価償却費 2,478,553,001

その他の業務費用 336,490,158
支払利息 152,607,865
徴収不能引当金繰入額 25,599,391
その他 158,282,902

移転費用 29,930,504,554
補助金等 14,893,087,169
社会保障給付 10,599,429,868
他会計への繰出金 4,434,601,985
その他 3,385,532

経常収益 1,074,157,936
使用料及び手数料 574,488,104
その他 499,669,832

純経常行政コスト 43,839,577,848
臨時損失 138,417,061

災害復旧事業費 138,365,150
資産除売却損 8
損失補償等引当金繰入額 51,903

臨時利益 1,551,998
資産売却益 1,551,998

純行政コスト 43,976,442,911

行政コスト計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 金額

（単位：円）

前年度末純資産残高 109,559,802,578 144,417,332,809 △ 34,857,530,231

純行政コスト（△） △ 43,976,442,911 △ 43,976,442,911

財源 44,600,576,803 44,600,576,803

税収等 22,263,734,397 22,263,734,397

国県等補助金 22,336,842,406 22,336,842,406

本年度差額 624,133,892 624,133,892

固定資産等の変動（内部変動） △ 809,556,554 809,556,554

有形固定資産等の増加 1,212,975,857 △ 1,212,975,857

有形固定資産等の減少 △ 2,478,553,011 2,478,553,011

貸付金・基金等の増加 779,992,846 △ 779,992,846

貸付金・基金等の減少 △ 323,972,246 323,972,246

資産評価差額 △ 99,376 △ 99,376

無償所管換等 6,131,885 6,131,885

本年度純資産変動額 630,166,401 △ 803,524,045 1,433,690,446

本年度末純資産残高 110,189,968,979 143,613,808,764 △ 33,423,839,785

純資産変動計算書
自　令和２年４月１日　

至　令和３年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

一般会計財務書類



（単位：円）

【業務活動収支】
業務支出 42,716,768,640

業務費用支出 12,786,264,086
人件費支出 6,163,658,847
物件費等支出 6,328,042,684
支払利息支出 152,607,865
その他の支出 141,954,690

移転費用支出 29,930,504,554
補助金等支出 14,893,087,169
社会保障給付支出 10,599,429,868
他会計への繰出支出 4,434,601,985
その他の支出 3,385,532

業務収入 45,418,640,742
税収等収入 22,244,487,545
国県等補助金収入 22,101,802,838
使用料及び手数料収入 575,821,899
その他の収入 496,528,460

臨時支出 138,365,150
災害復旧事業費支出 138,365,150

臨時収入 29,494,568
業務活動収支 2,593,001,520
【投資活動収支】

投資活動支出 1,955,807,567
公共施設等整備費支出 1,208,897,057
基金積立金支出 699,031,510
貸付金支出 47,879,000

投資活動収入 485,529,800
国県等補助金収入 205,654,000
基金取崩収入 213,112,800
貸付金元金回収収入 65,211,000
資産売却収入 1,552,000

投資活動収支 △ 1,470,277,767
【財務活動収支】

財務活動支出 2,969,604,482
地方債償還支出 2,892,360,836
その他の支出 77,243,646

財務活動収入 1,860,598,000
地方債発行収入 1,860,598,000

財務活動収支 △ 1,109,006,482
13,717,271
51,328,727
65,045,998

前年度末歳計外現金残高 367,525,357
本年度歳計外現金増減額 3,571,375
本年度末歳計外現金残高 371,096,732
本年度末現金預金残高 436,142,730

(一般会計)

前年度末資金残高
本年度末資金残高

資金収支計算書
自　令和２年４月１日　
至　令和３年３月３１日

科目 金額

本年度資金収支額

一般会計財務書類



注記

１．重要な会計方針
（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

昭和５９年度以前取得分は、再調達原価により計上しています。ただし、道路、河川及
び水路の敷地については、備忘価額１円としています。
昭和６０年度以降取得分については、原則として取得原価により計上しています。ただ
し、道路、河川及び水路の敷地のうち、取得原価が不明なもの及び無償で移管を受けた
ものは備忘価額１円としています。
物品は取得価額が５０万円以上の場合に計上しています。

（２）有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
有価証券については、取得原価により計上し、出資金については、出資金額により計上
しています。ただし、実質価額が低下した場合には、相当の減額を行った後の価額で計
上しています。

（３）有形固定資産等の減価償却の方法
「今後の新地方公会計の推進に関する研究会報告書」で定める耐用年数に基づき定額法
により算定しています。

（４）引当金の計上基準及び算定方法
・徴収不能引当金
長期延滞債権及び未収金の徴収不能に備えるため、過去５か年度の不納欠損実積率に
より徴収不能見込額を計上しています。

・退職手当引当金
職員に対する退職手当の支給に備えるため、当会計年度末において在職する職員が自
己都合により退職するとした場合の退職手当要支給額を計上しています。

・損失補償等引当金
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則」に基づく損失補償債務等に係
る一般会計負担見込額を計上しています。

・賞与等引当金
職員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額等のうち、当会計年度末に
おいて発生していると認められる金額を計上しています。

（５）リース取引の処理方法
所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引にかかる方法に準じ
た会計処理を行っています。

（６）資金収支計算書における資金の範囲
地方自治法第２３５条の４第１項に規定する歳入歳出に属する現金としています。

（７）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
・消費税及び地方消費税の会計処理
税込方式によっています。

２．追加情報
（１）対象範囲（対象とする会計名）

一般会計

（２）出納整理期間
地方自治法第２３５条の５の規定により出納整理期間が設けられています。当会計年度
に係る出納整理期間（令和３年４月１日～令和３年５月３１日）における現金の受払い
等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

（３）繰越事業に係る将来の支出予定額
繰越明許費：　７６５，２５４，２３６円

（４）一時借入金の状況
一時借入金の最高額：　５００，０００，０００円
基金繰替運用の最高額：１，０００，０００，０００円

一般会計財務書類



財務書類の前年度との比較
億万千単位置換

【貸借対照表】 (単位：千円）
令和２年度 令和元年度 増減額 増減率（%）

　有形固定資産 133,170,027 134,419,492 △ 1,249,465 △ 0.9
　無形固定資産 64,506 74,486 △ 9,980 △ 13.4
　投資その他の資産 7,892,209 7,459,388 432,821 5.8
　流動資産 3,038,057 3,004,668 33,389 1.1
資産の部合計 144,164,799 144,958,034 △ 793,235 △ 0.5
　固定負債 30,405,451 31,766,697 △ 1,361,246 △ 4.3
　流動負債 3,569,379 3,631,535 △ 62,156 △ 1.7
　純資産 110,189,969 109,559,802 630,167 0.6
負債・純資産の計 144,164,799 144,958,034 △ 793,235 △ 0.5

【行政コスト計算書】 (単位：千円）
令和２年度 令和元年度 増減額 増減率（%）

　人件費 5,840,145 5,781,273 58,872 1.0
　物件費等 8,806,596 8,086,365 720,231 8.9
　その他の業務費用 336,490 331,515 4,975 1.5
　移転費用 29,930,505 17,777,783 12,152,722 68.4
　経常収益 1,074,158 1,209,229 △ 135,071 △ 11.2
純経常行政コスト 43,839,578 30,767,707 13,071,871 42.5
　臨時損失 138,417 317,850 △ 179,433 △ 56.5
　臨時利益 1,552 27,413 △ 25,861 △ 94.3
純行政コスト 43,976,443 31,058,144 12,918,299 41.6

【純資産変動計算書】 (単位：千円）
令和２年度 令和元年度 増減額 増減率（%）

前年度末純資産残高 109,559,803 109,520,173 39,630 0.0
　純行政コスト 43,957,492 31,058,144 12,899,348 41.5
　税収等 22,263,734 21,693,825 569,909 2.6
　国県等補助金 22,336,842 9,401,644 12,935,198 137.6
本年度差額 624,134 37,325 586,809 1572.2
　資産評価額差 △ 100 △ 103 3 △ 2.9
　無償所管換等 6,132 2,407 3,725 －
本年度純資産変動額 630,166 39,630 590,536 1490.1
本年度純資産残高 110,189,969 109,559,803 630,166 0.6

【資金収支計算書】 (単位：千円）
令和２年度 令和元年度 増減額 増減率（%）

　業務支出 42,716,769 29,750,872 12,965,897 43.6
　業務収入 45,418,641 32,056,215 13,362,426 41.7
　臨時支出 138,365 317,841 △ 179,476 △ 56.5
　臨時収入 29,495 11,197 18,298 163.4
業務活動収支 2,593,002 1,998,699 594,303 29.7
　投資活動支出 1,955,808 2,098,439 △ 142,631 △ 6.8
　投資活動収入 485,530 500,585 △ 15,055 △ 3.0
投資活動収支 △ 1,470,278 △ 1,597,854 127,576 △ 8.0
  財務活動支出 2,969,605 2,995,943 △ 26,338 △ 0.9
　財務活動収入 1,860,598 2,507,500 △ 646,902 △ 25.8
財務活動収支 △ 1,109,007 △ 488,443 △ 620,564 127.0
本年度資金収支額 13,717 △ 87,598 101,315 △ 115.7

一般会計財務書類
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